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一
　
序
動物の愛護及び管理に関する法律の一部を改正する法律
（平成二四年法律第七九号〔以下、 「平成二四年改正法」という
）（
（
〕 ）
が平成二四年九月五日に公布され、平成二五年九月一日より施行されるに至っている。同法により、愛護動物虐待罪における「虐待」
（動物の愛護及び管理に関する法律〔以下、 「動物愛護管理法」という〕四四条二項）
は、その例示行為が追
四七四
加されたため、改正前と比べ、内容がより明確になっ
た
）（
（
。これに対して、愛護動物遺棄罪
（同条三項）
における「遺
棄」は、 「虐待」のような例示行為が規定されていないこともあり、いまだ十分明確なものであるとは言い難い。そこで、本稿では、同罪の保護法益に照らしな ら、 「遺棄」概念を明らかにすることとしたい。
二
　
愛護動物遺棄罪の保護法益と法的性格
（　
保護法益
愛護動物遺棄罪の保護法益としては、①愛護動物の生命・身体、②動物愛護の良俗、③人の生命・身体・財産、④
良好な周辺環境、⑤生態系・生物多様性などを考えることができる
）（
（
。
第一に、①愛護動物の生命・身体を保護法益と捉える理解は、刑法典の遺棄罪
（同法二一七条・二一八条）
の保護法
益が遺棄される客体たる人の 命・身体
）（
（
であることと並行的に考えるものであるといえる。しかしながら、右理解は、
動物の法益主体性を否定す 「従来の伝統的な法観念を変革すること」になり
）（
（
、問題があろう。
第二に、②動物愛護の良俗を保護法益と捉える理解があり得
る
）（
（
。動物愛護管理法の目的規定
（同法一条）
等に照ら
し、かかる理解 支持 べきであろう。同条は「この法律は、動物の虐待及び
遺棄の防止
00000
、動物の適正な取扱い
その他動物の健康及び安全の保持等の動物の愛護に関する事項を定めて国民 間に動物を愛護する気風を招来し、生命尊重、友愛及び平和 情操の涵養に資するとともに、動物の管理に関する事項を定めて動物 よる人の生命 身体及び財産に対する侵害並びに生活環境の保全上の支障を防止し、もつて人と動物の共生する社会の実現を図ることを
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目的とする。 」
（傍点引用者）
と規定する。ここにいう「遺棄の防止」は、平成二四年改正法において追加されたもの
であるが、その内容等にかんがみるとき、 「動物の愛護に関する事項」の例示であると解することができる。ここから、愛護動物遺棄罪は「国民の間に動物を愛護する気風を招来」 ことを目的と
し
）（
（
、その保護法益は動物愛護の良
俗であると解される
）（
（
。
第三に、③人の生命・身体・財産を保護法益とする理解は、愛護動物遺棄罪の目的を、危険な愛護動物を遺棄する
ことによって、人の生命・身体・財産が侵害され、又はその危険が生じることを防止することに求めるものであ 。しかしながら、動物愛護管理法一条の上では、 「動物による人の生命、身体及び財産に対する侵害……を防止」することは「動物の管理に関する事項を定め〔る〕 」ことにより達成されるべきものであって、 「遺棄の防止」などの「動物の愛護に関する事項を定め〔 〕 」こ により達成されるべきものではない。愛護動物を逃がす行為により生じ人の生命・身体・財産 侵害又はそ 危険は、軽犯罪法の危険動物解放罪
（同法一条一二号）
、特定外来生物による生
態系等に係る被害の防止に関する法律
（以下、 「外来生物法」という）
の特定外来生物放出罪
（同法九条・三二条三号）
、刑
法典の生命・身体 財産に対する罪及び民法 不法行為責任
（同法七一八条）
等で防止することが予定されていると考
えることができる。
第四に、④良好な周辺環境を保護法益とする理解は、愛護動物遺棄罪の目的を、たとえば、飼い犬・飼い猫を逃が
すことにより、繁殖によって犬 猫 数が増え、糞尿等の問題が生じ ことを防止すること 求めるものである。しかしながら、愛護動物遺棄罪の客 が「愛護動物」に限 されていることなどにかんがみ と、同 の保 法益を良好な周辺環境 解す は困難であろう。このような良好な周辺環境の保護は各条例など 委ねられてい と
四七六
解される
）（
（
。
最後に、⑤生態系・生物多様性を保護法益とする理解は、愛護動物遺棄罪の目的を、たとえば、飼育していたアラ
イグマを逃がすことにより、生態系が破壊されるおそれが生じることを防止することに求めるものである。しかしながら、動物愛護管理法は、生態系・生物多様性の保護を の目的としていない
（同法一条）
。また、そもそも動物放出
からの生態系・生物多様性の保護は外来 法の特定外来生物放出罪
（同法九条・三二条三号）
で図るべきである（同
法一条）
。よって、生態系・生物多様性も愛護動物遺棄罪の保護法益には含まれないと考えられる。
以上より、愛護動物遺棄罪の保護法益は動物愛護の良俗であると解 べきであ
る
）（（
（
。なお、同罪の性格を曖昧にすべ
きではないことなどから、右他の利益は本罪の保護法益として副次的であっても考慮すべきではないであろう
）（（
（
。
（　
法的性格
保護法益についての前記理解に基づけば、愛護動物遺棄罪は「動物愛護の良俗」に対する危険犯と捉えられること
になろう。さらに、同罪は抽象的危険犯か具体的危険犯かが問題とされている。これを具体的危険犯と解する見解もある
が
）（（
（
、抽象的危険犯とは「一般的に危険な行為を法文上規定する犯罪」であり、具体的危険犯とは「 『危険』の惹
起を明文で要求する犯罪」であるとの一般的理解に基づけ
ば
）（（
（
、同罪を規定する動物愛護管理法四四条三項では「動物
愛護の良俗」を侵害 危険の惹起は明文で要求されていないため、 同罪は抽象的危険犯であるといえる。もっとも、「遺棄」を認めるためには、後述の通り、愛護動物の移置・置去りの他に、愛護動物に対する危険の惹起が必要であると解される
）（（
（
。
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かくして、愛護動物遺棄罪は、移置・置去りによって愛護動物に対する危険を生じさせ、それにより動物愛護の良
俗を侵害する危険が現実に発生した場合
）（（
（
にその成立が認められる犯罪であると考えられる。
三
　「遺棄」の意義
（　
従来の学説
①適正保管義務違反「遺棄とは、動物を保護のない状態に移すことである」とする見解があ
る
）（（
（
。この見解は、保護
（愛護）
動物遺棄罪は
主として「動物を捨てるなどして無主物の動物がふえるのを防ぐことを目指したもの」であるとの理解を前提としてお
り
）（（
（
、ここでいう「保護」は「管理」の意味合いが強いものであるといえる。よって、本見解は「遺棄」を適正保管
義務
（動物愛護管理法七条一項）
違反と捉えるものであると解し得よう
）（（
（
。
②終生飼養義務違反
（飼育放棄）
まず、 「 〔旧二七条
（現四四条）
〕第三項は、安易に子ねこやカメなどを捨てることが犯罪であることを強調するもの
でもある」との見解があ
る
）（（
（
。ここでは、 「安易に捨てる」という飼育者自身の飼育放棄が「遺棄」の要素として重視
されていると考えられる
）（（
（
。
次に、 「終生飼養を放棄して捨ててしまうことは、 『遺棄』という犯罪行為に該当する」との見解があ
る
）（（
（
。本見解は
「遺棄」が終生飼養義務
（動物愛護管理法七条四項）
違反
（飼育放棄）
であることを明示するものであるといえる。
四七八
③人的保護環境の悪化
まず、 「遺棄」を「保護の下にあった動物を、保護できない場所に移して放置すること」と解する見解があ
る
）（（
（
。こ
の見解は愛護動物の人的保護環境の悪化を「遺棄」の要素として考えるものであるといえる。
次に、 「保護が必要な状態のものを保護されない状態に移すこと」と考える見解があ
る
）（（
（
。本見解は、 「帰巣本能の強
い犬を……容易に戻ってこられない遠い場所に置き去りにすれば、遺棄にあた
る
）（（
（
」
としており、犬が戻ってこられな
い遠 場所にいることによって飼育者がもはや保護で なくなること すなわち、愛護動物の人的保護環境の悪化を「遺棄」とするものであると解される
）（（
（
。
④危険の惹起「危険な場所に移置させる行為や、危険な場所に遺留して立ち去る行為
（置き去り）
のことである」
（括弧内原著）
と
する見解があ
る
）（（
（
。この見解は、愛護動物が人の保護下にあることを必要とせず「遺棄」の要素として愛護動物の人的
保護環境の悪化を要求しないものであ といえる反面で、移置し、又は置去りにする場所を「危険な場所」に限定しており、愛護動物に対する危険の惹起を要求するものであると解することができる。⑤人的保護環境の悪化及び危険の惹起「遺棄」を「人の保護がなければ生存を続けていくことができないように飼養されている動物を保護されない状態に放置して、生命を危険にさらす行為」であると捉える見解があ
る
）（（
（
。この見解は、 「遺棄」を人的保護環境の悪化を
通して、愛護動物に対する危険を惹起する行為であると理解するものといえ 。⑥人的保護環境の悪化及び苦痛の付与
四七九
愛護動物遺棄罪（動物愛護管理法四四条三項）における「遺棄」の意義（三上）
「遺棄」を「場所的離隔を伴った保護の拒絶」であるとし、さらに、愛護動物遺棄罪は愛護動物虐待罪と同様に残虐な処遇を禁止するものであるとの理解から、 「遺棄」を「場所的に離隔することによって動物に不必要な苦痛を与える行為」とも解する見解があ
る
）（（
（
。この見解は、結局のところ、 「遺棄」を「場所的離隔を生じさせることにより保
護を拒絶し、もって動物に不必要な苦痛を与える行為」であると考えているものといえよう。なお、ここでの「苦痛」には、愛護動物に対する危険のほか、同危険 伴わないが愛護動物を苦しめることも含まれるものと考えられる
）（（
（
。
（　
検討─「遺棄」解釈の視座─
まず、①の見解は愛護動物遺棄罪の
（主たる）
目的を無主物の動物の増加を防止することに求めるが、先述した通
り、動物愛護の良俗を維持・涵養することに求め べき ことから、同見解には与できない。
次に、②の見解は終生飼養義務違反
（飼育放棄）
を「遺棄」と捉えるものであるが、終生飼養義務違反を処罰した
いのであれば、終生飼養義務違反罪を創設 のが筋である。終生飼養義務違反を愛護動物 罪で処罰す とすれば、事実上、努力義務である終生飼養義務が刑罰 より強制され 法的義務に格上げされること なり、不当である。
次いで、③の見解は人的保護環境の悪化のみで「遺棄」を認める見解であると解されるが、単に人的保護環境を悪
化させただけで 愛護動物に対する危険の惹起又は苦しみの付与が認められない場合に、動物愛護の良俗が可罰的な程度に害され得るかについては疑問が残る。また同見解は、適正保管義務違反又は終生飼養義違反があれば通常は人的保護環境の悪化を肯定することができるから、実質的 ①及び②の見解 変わら ともいえる。し しな
四八〇
がら、両見解に問題があることは前述の通りである。
これに対して、④・⑤・⑥の見解は、 「遺棄」の要素として愛護動物に対する危険を要求することによって、③の
見解の難を回避し得ているといえ 。それでは、これらの見解のうち、いずれが妥当であろうか。④の見解と⑤・⑥の見解とでは、さらに、人的保護環境の悪化を要求するか否かという点にお て差異が見られる。そこで、ここでは「遺棄」の要素として人的保護環境の悪化を要求することの是非が問われることになる。
この問題は、④・⑤・⑥の見解が愛護動物遺棄罪の
（間接的な）
処罰根拠とする愛護動物に対する危険の内容から
考える必要があろ
う
）（（
（
。刑法典における遺棄罪の処罰根拠となっている人に対する危険は、その客体が「扶助を必要と
する者」に限定されていること
（同法二一七条
）（（
（
）
などから、物的環境の悪化によって要扶助者に対し生じる危険ではな
く、扶助
（保護責任者）
と要扶助者との間の保護関係が破壊されること
（人的保護環境の悪化）
によって生じる危険で
あると解 余地もあ
る
）（（
（
。これに対して、愛護動物遺棄罪では、その客体は、単に「愛護動物」とされているのみで
あり、人の「 を要する」愛護動物である必要はな
い
）（（
（
。さらに、 「愛護動物」とは、 「牛、馬、豚、めん羊、山羊、
犬、猫、いえうさぎ、鶏、いえばと及びあひる」
（動物愛護管理法四四条四項一号、以下「一号動物」という）
、及び「前号
に掲げるものを除くほか 人が占有している動物で哺乳類、鳥類又は爬虫類に属するもの」
（同項二号、以下「二号動
物」という）
であるところ、一号動物は二号動物と異なり、人の占有
（保
護
）（（
（
）
下にあることは要件とされていない。こ
こから、規定上 人 保護下にない愛護動物も同罪 客体 して予定されているものといえる。よって 同罪においては、人的保護環境の悪化 常に想定することはできない。
また、常時山野でもっぱら野生動物を補食し生息しているノイ
ヌ
）（（
） （（（
（
を山野から危険な街中へと移置する場合には、人
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的保護環境の悪化は考えられず、物的環境の悪化のみが問題となるため、人的保護環境の悪化を遺棄の要素と考えると愛護動物遺棄罪が成立しなくなる。しかし、危険な場所への移置によってノイヌに対する危険が惹起され、動物愛護の良俗が危殆化され得ることにかんがみると、右結論には疑問が残る
）（（
（
。
したがって、愛護動物遺棄罪の
（間接的な）
処罰根拠となっている危険は、人的保護環境の悪化と物的環境の悪化
のいずれか一
方
）（（
（
又は双方から生じる愛護動物に対する危険であると解すべきであ
る
）（（
（
。よって、人的保護環境の悪化を
遺棄 必要条件として要求する⑤及び⑥の見解にも与す ことができず、基本的には④の見解が支持されるべきであろう。すなわち、愛護動物遺棄罪は移置・置去り よって、人的保護環境及び物的環境のいずれか一方又は双方を悪化させ、愛護動物に対する危険を惹起する犯罪であると考えられる。かかる理解を な視座として、同罪における「遺棄」の具体的内容は確定される必要がある。
（　
 「遺棄」概念の具体的内容
⑴
　「遺棄」の態様─「遺棄」と不作為による「虐待」 （不保護）の関係
それでは、右視座の下、 「遺棄」の具体的内容を如何に解すればよいのであろうか。前述の通り、愛護動物遺棄罪
の
（間接的な）
処罰根拠となる危険は、人的保護環境の悪化〔Ａ〕と物的環境の悪化〔Ｂ〕のいずれか一方又は双方
から生じる愛護動物に対する危険であると考えられる
）（（
（
。
人的保護環境の悪化による愛護動物に対する危険は、まず、 〔Ａ
─
（〕占有者
（飼育者）
の不保護によって発生する。
四八二
動物愛護管理法四四条二項は愛護動物虐待罪における「虐待」を「愛護動物に対し、みだりに、
給餌若しくは給水を
000000000
やめ
00
、酷使し、又はその健康及び安全を保持することが困難な場所に拘束することにより衰弱させること、
自己の飼
0000
養し、又は保管する愛護動物であつて疾病にかかり、又は負傷したものの適切な保護を行わないこと
0000000000000000000000000000000000000000000
、排せつ物の堆
積した施設 他の愛護動物の死体が放置された施設であつて自己の管理するものにおいて飼養 又は保管することその他の虐待」
（傍点引用者）
と規定する。ここでは、 「給餌若しくは給水をやめ〔る〕 」こと、及び「自己の飼養
し、又は保管する愛護 であつて疾病にかかり、又は負傷したものの適切な保護を行わないこと」といった、占有者
（飼育者）
と愛護動物との場所的離隔を伴わずに愛護動物を保護しないという不保護
（不作為）
が「虐待」で捕捉さ
れている。したがって、不保 「遺棄」には含まれないと解される
）（（
（
。
人的保護環境の悪化による愛護動物に対する危険は、 〔Ａ
─
（〕占有者
（飼育者）
と愛護動物との場所的離隔によっ
ても生じる。かかる場所的離隔は移置
（ 「作為による移置」 〔愛護動物を場所的に移動させる行為〕及び「不作為による移置」
〔愛護動物が占有
者
）（（
（
（飼育者）から立ち去るのを放置する行為〕 ）
及び置去り
（ 「作為による置去り」 〔愛護動物が占有者（飼育者）
に接近するのを妨害する行為（谷川にかけられている吊り橋を切り落として愛護動物が占有者（飼育者）に近づけなくするなど） 〕及び「不作為による置去り」 〔愛護動物を置いたまま立ち去る行為
）（（
（
〕）
によって生じるものと解される
）（（
（
。
まず、 〔Ａ
─
（─①〕占有者
（飼育者）
自身が移置・置去りにより、占有者
（飼育者）
と愛護動物の間に場所的離隔を
生じさせて、愛護動物に対する危険を惹起した場合に 、愛護動物遺棄罪の成立が認められる。例として、飼育者Ｘが自活できない飼い犬を森 移動させた場合や自宅に置いて立ち去る場合が挙げられる。
次に、 〔Ａ
─
（─②〕第三者が移置・置去りによって、占有者
（飼育者）
と愛護動物の間に場所的離隔を生じさせ、
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もって、愛護動物に対する危険を惹起した場合にも、愛護動物遺棄罪の成立が考えられる。たとえば、第三者Ｘが、Ａの自活できない飼い犬を森に移動させた場合や谷川にかけられている吊り橋を切り落として、自活できない飼い犬がＡに接近するのを妨げる場合が挙げられる。
さらに、 〔Ｂ〕物的環境の悪化により愛護動物に対する危険を惹起する場合が考えられる。これは、愛護動物を安
全な場所から危険な場所へ又は危険な場所からより危険な場所へと移置し、又は危険な場所に置去りにす 場合である。
まず、上記〔Ａ
─
（─①〕 、 〔Ａ
─
（─②〕の場合で、愛護動物を安全な場所から危険な場所へ又は危険な場所からより
危険な場所へと移置し、又は危険な場所に置去り する場合が考えられる
（ 〔Ｂ
─
（─①〕 、 〔Ｂ
─
（─②〕 ）
。たとえば、 〔Ａ
─
（─①〕 、 〔Ａ
─
（─②〕の各例で、移置され、又は置去りにされた場所が幹線道路に近い公園だった場
合
）（（
（
が考えられる。
この場合には、人的保護環境の悪化
（ 〔Ａ
─
（─①〕 、 〔Ａ
─
（─②〕 ）
と物的環境の悪化
（ 〔Ｂ
─
（─①〕 、 〔Ｂ
─
（─②〕 ）
との競合に
よって危険が創出・増加することになる。
次に、 〔Ｂ
─
（〕占有者
（飼育者）
のいない愛護動物を安全な場所から危険な場所へ又は危険な場所からより危険な
場所へと移置し、又は に置去り す 場合が考えられる。たとえば、ノイヌを森から幹線道路 近い公園に移した場合が挙げられる。この場合は、もっぱら物的環境の悪化 みが問題とされ ことになる。ここでは占有者（飼育者）
と愛護動物との場所的離隔は問題とならない
）（（
（
四八四
⑵
　
危険の内容
愛護動物遺棄罪の
（間接的な）
処罰根拠となる「愛護動物に対する危険」は「愛護動物の生命に対する危険」であ
るのか、 「生命・身体に対する危険」であるのかが問題となる。
思うに、 が愛護動物殺傷罪の後に置かれていることから、愛護動物遺棄罪は、愛護動物の生命・身
体を侵害する愛護動物殺傷罪の補充規定として、愛護動物の生命・身体に対する危険を捕捉するものであると考えることができ
る
）（（
（
。また愛護動物遺棄罪では、刑法典の遺棄罪と異なり、 「生存に必要な保護」と規定する不保護罪
（刑
法二一八条後段）
の存在を考慮して生命に対する危険に限定する必要もない。よって、 「生命・身体に対する危険」と
解すべきである。
もっとも、身体に対する危険に軽微な傷害の危険まで含めると解したのでは、たとえば、飼育者が風邪を引いた成
猫を置いたまま家を空けた場合に風邪の悪化の危険があることから愛護動物遺棄罪 成立しかねず、処罰範囲が不当に広がりすぎて妥当でないだろ
う
）（（
（
。また、愛護動物虐待罪と愛護動物遺棄罪は法定刑が同一であることから、愛護動
物に対する「虐待」 、すなわち「
強度の
000
苦痛を与えるこ
と
）（（
（
」
（傍点引用者）
と同等の行為が愛護動物遺棄罪で予定され
ているものと解されるところ、軽微な傷害の危険を惹起する行為はそれに当たらない
（重大な傷害の危険を惹起する行
為であって初めてそれに当たる）
といえる。よって、身体に対する危険であっても軽微な傷害の危険は愛護動物遺棄罪
の
（間接的な）
処罰根拠から除くべきである。
以上より、愛護動物遺棄罪の
（間接的な）
処罰根拠たる危険は、生命に対する危険又は身体に対する重大な危険
（重
大な傷害の危険）
〔以下、 「生命・身体に対する
（重大な）
危険」という〕であると考える
）（（
（
。
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なお、愛護動物の生命・身体に対する
（重大な）
危険を発生させたといえるためには、かかる危険を新たに発生さ
せたか、すでに存在する危険を
（可罰的な程度に）
増加させることが必要であ
る
）（（
（
。後者が要求される理由は、危険が減
少した場合又は変化しない場合には、愛護動物の利益になり、又は不利益にならない以上、動物愛護の良俗を危殆化するものとはいえないことに求められる。
⑶
　
危険発生の有無の判断
愛護動物の生命・身体に対する
（重大な）
危険は、動物愛護の良俗を侵害する危険が現実に発生したことを根拠づ
けるものであるから、単に移置・置去りがあれば直ちに認められる
（擬制される）
ものではなく、現実に認められな
ければならず、かつ具体的危険
（具体的事情を勘案して判断される、愛護動物の生命・身体を侵害する高度の蓋然性）
である
必要があろう
）（（
） （（（
（
。
右具体的危険の創出・増加は、愛護動物が移置され、又は置去りにされた場所
（人的保護の引継ぎがほぼ確実なところ
であるか否か、幹線道路に近いか否かなど）
、時間
（日中か夜間かなど）
、季節
（真夏・真冬か否かなど）
、態様
（えさ・水が添え
られているか否かなど）
、自活可能
性
）（（
（
（愛護動物の生育度・健康状態）
及び習性
（帰巣性の有無など）
などを考慮して、総合
的に判断され べきである。
（　「遺棄」の概念規定
以上より、愛護動物遺棄罪における「遺棄」とは、 「移置・置去り より、占有者
（飼育者）
と愛護動物との間に場
四八六
所的離隔を生じさせ人的保護環境を悪化させること、又は物的環境を悪化させることによって、愛護動物の生命・身体に対する
（重大な）
危険を創出・増加させること」であると考える
）（（
（
。
かかる定義の下では単なる飼育放棄（終生飼養義務違反）だけでは愛護動物遺棄罪は成立せず、愛護動物の生命・
身体に対する
（重大な）
危険を創出・増加させて初めて成立することになり、同罪の成立範囲は限定されることにな
る。動物愛護の良俗は、まずは刑罰以外の手段、たとえば「普及啓発」
（動物愛護管理法三条）
や「動物愛護週間」
（同
法四条）
などを通して、維持・涵養していくことを考えるべきであり、これでは不十分である場合に限ってのみ、刑
罰が用いられるべきこと
（刑法の補充性）
にかんがみれば、このような限定的な解釈が目指されるべきである
）（（
（
。
四
　
具体的事例の検討
（　
移置・置去り─遺棄と不保護の区別
最後に、具体的事例
）（（
（
において愛護動物遺棄罪が成立するかを私見に基づき検討する。
〔事例
（〕　
Ｘは、畜舎において飼養中の山羊に、多忙にとりまぎれて適正な給餌を行わず、一〇頭を餓死せしめた。
旧動物保護管理法下での 案である。裁判所は保護動物遺棄罪の成立を認めたようであ
る
）（（
（
。しかしながら、占有者
（飼育者）
であるＸと保護動物たる山羊との間に場所的離隔が認められない不保護の形態であることから、保護動物虐
待罪
（不保護）
の成立を認めるべき事案であったように思われる。
〔事例
（〕　
Ｘは、昭和五五年五月三日ころ、大阪府高槻市Ａ町Ｂ番地付近のＣ川河川敷において、それまで自己が占
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有していた保護動物である「カニクイザル」一匹を鉄製おりに入れたまま放置した。
本件も旧動物保護管理法下での事案である。大阪簡裁昭和五六年一一月二四日略式命令
（公刊物未登載）
は、保護動
物遺棄罪の成立を肯定したようであ
る
）（（
（
。Ｘは飼育していた「カニクイザル」をＣ川河川敷にまで移動させており、移
置によって人的保護環境を悪化させ、保護動物たるカニクイザルの生命・身体に対する
（重大な）
危険を創出させて
いると考えられることから、右判断は妥当であろう。〔事例
（〕　
Ｘは、岡山県倉敷市Ａ番地の当時の自宅
（Ｂ所有の借家）
において、雑種犬一匹を飼育していたものである
が、平成一三年五月四日ころ、同所から他所に転居するにあ り、同犬を右借家の庭にある犬小屋に布製ロープでつないだままにして、立ち去った。
本事案につき、児島簡裁平成一三年六月一三日略式命令
（公刊物未登載）
は、愛護動物遺棄罪の成立を認めたようで
あ
る
）（（
（
。本件では、飼育者Ｘが飼育していた雑種犬を犬小屋につないだままにして立ち去っており、置去りにより人的
保護環境を悪化させ、愛護動物たる雑種犬の生命・身体に対する
（重大な）
危険を創出していると考えられ、前記判
断は妥当なものといえる。
（　
生命・身体に対する（重大な）危険の創出・増加
〔事例
（〕　
Ｘは、自宅で生まれた生後間もない猫を、ふたの開けられた段ボール箱に入れて公園内の草陰に置い
た。
当該猫は、今後飼育者Ｘからの保護を受けることができなくなっており、かつ生後間もないことから自らえさを獲
四八八
ることができないため、段ボール箱内で餓死する可能性がある
（人的保護環境の悪化）
。さらに、段ボール箱のふたが
開けられていることから、カラスやたぬき等に食べられる可能性も生じてい
る
）（（
（
（物的環境の悪化）
。したがって、人的
保護環境の悪化及び物的環境の悪化の双方による、生命・身体に対す
（重大な）
危険の創出を肯定することができ、
愛護動物遺棄罪の成立を肯定できるものと思われる。〔事例
（〕　「捨て犬、捨てねこを全部自分の家で引き取って飼っているという評判の愛犬家、愛猫家の家の門前に、
生まれたての子犬や子ね を捨てた
）（（
（
」。
愛犬家や愛猫家の保護がほぼ確実に見込まれるとすれば、生命・身体に対する
（重大な）
危険の創出は否定され、
愛護動物遺棄罪は成立しないも と解される。〔事例
（〕　
二〇一三年一〇月ころ、愛知県大府市で段ボール箱に入れられ捨てられている雌の子猫を獣医師が発見
し、東海署会計課に届け 。同課職員は愛知県動物保護管理センター知多支所の支所長に保護を依頼したが、支所長は「病気やけががなく自力で生きていけるような場合は引 取れない」としてこ を拒否し、 「逃がしてください」と言って、当該猫を逃がすようにそそのかした。同職員はこれを受け、畑に当該猫を逃がし
た
）（（
（
。愛知県警は二〇一四
年四月二四日 ボランティア団体の告発を受けて、同職員を愛護動 遺棄の容疑で、同支所長をその教唆の容疑で、書類送検した
）（（
（
。
当該猫は自力で生きていける猫であったようであり、このような猫を畑に逃がした しても
（重大な）
危険の創出が認められないため、愛護動物遺棄罪の成立は否定されるべき事案であったと考えられ
る
）（（
（
。名古
屋地検は、同年七月三〇日、同職員と同支所長を「自活で そうな危なく い場所に置いており 遺棄には該当 な
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い」との理由で不起訴処分にしてお
り
）（（
（
、かかる判断は、遺棄の要素として「生命・身体に対する
（重大な）
危険」の
惹起を要求したものであると解することもでき、支持できる
）（（
） （（（
） （（（
（
。
〔事例
（〕　
地域猫活
動
）（（
（
のために公園で野良猫を捕獲し、不妊去勢手術を行った上で、当該野良猫を捕獲した公園に
放った。
捕獲した公園に放った場合には生命・身体に対する
（重大な）
危険の増加があったとは認められないため、愛護動
物遺棄罪は成立しないと考える
）（（
（
。
〔事例
（〕　
殺処分が間近に迫った、自活できない猫を動物愛護センターの職員が殺処分回避目的で大きな幹線道路に
ほど近い公園の草陰に底の浅 段ボール箱に入れて放置した。
確かに、本事例では、当該猫は、移置によって、殺処分が決まり死亡するのは確実であった状態から、底の浅い段
ボール箱から逃げ出して幹線道路で交通事故に遭い死亡するかもしれないという状態に移されている。したがって、ここでは生命・身体に対する
（重大な）
危険の増加は認められず、愛護動物遺棄罪は成立しないとも解される。しか
しながら、当該猫は移置される時点において動物愛護センターで飼育されている状態にある。当該猫はこのような状態から幹線道路にほど近い公園に放置されて るため、人的保護環境及び物的環境の悪化 よって生命・身体に対する
（重大な）
危険が創出されているものと解される。よって、右行為は少なくとも「遺棄」には該当するものと考え
られよう
）（（
（
。
〔事例
（〕二〇一三年一一月、三重県川越町環境交通課の課長及び課長補佐が、住民の苦情を受けて捕獲した野良猫
を山林に捨てたとして、書類送検された。課長は「保健所 引き渡 ても飼い主はほとんど見つから 。殺処分は
四九〇
かわいそうだと思って逃がした」と述べていた
）（（
（
。
両名は「猫を遺棄したと認定しうる証拠が十分ではない」として、嫌疑不十分で不起訴にされてい
る
）（（
（
。これに対し
「二人が飼い主ではないことなどから、猫を放した行為が遺棄に当たらないと判断したとみられる」との指摘があ
る
）（（
（
。
しかしながら、前述の通り「遺棄」の主体は飼い主に限られるわけではなく、検察官が「二人が飼い主ではないこと」を理由と て不起訴にしたというのであれば、疑問が残る。当該野良猫が山林で自活できることから、生命・身体に対する
（重大な）
危険の創出・増加が認められないことを理由に不起訴にしたというのであれば、かかる判断は首肯
できよう。
五
　
結
　　　
語
以上のように、愛護動物遺棄罪の保護法益を動物愛護の良俗と捉える立場から、同罪にいう「遺棄」とは、 「移置・
置去りにより、占有者
（飼育者）
と愛護動物との間に場所的離隔を生じさせ人的保護環境を悪化させること、又は物
的環境を悪化させることによって、愛護動物の生命・身体 対する
（重大な）
危険を創出・増加させること」である
と解すべきである。本稿において、同罪の遺棄概念が明確にされ、実際に生じる様々な事案を解決する際の一つの指針を示すことが きていれば、本稿の目的は達成されたことになる。
愛護動物遺棄罪の存在は愛護動物遺棄の減少に資するものではある
が
）（（
（
、そもそも遺棄を減らすには、 「学校、地域、
家庭等における教育活動、広報活動等」
（動物愛護管理法三条）
や動物愛護推進委員の活動
（同法三八条二項）
などを通
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して、市民が、愛護動物の飼育には手間がかかること、将来愛護動物が病気や高齢になることなどを十分に考慮し、かつ命ある愛護動物を飼育することの責任の重さを自覚した上で、飼育を始めるようになる状況を作り出すことが肝要であろう
）（（
（
。
本稿では、愛護動物遺棄罪の不作為形態での「遺
棄
）（（
（
」
について詳細を論じることができなかった。この点に対する
検討は、作為義務の発生根拠論の考察と併せて、他日を期することと い。
（
（）同法については、 角智子 「動物取扱業の規制強化と適正な飼養・保管の推進─動物愛護管理法改正─」 立法と調査三三四号 （二〇一二年）六〇頁参照。
（
（）愛護動物虐待罪における「虐待」の意義については、 三上正隆「動物の愛護及び管理に関する法律四四条二項にいう『虐待』の意義」国士舘四一号（二〇〇八年）七一頁及び同「動物の愛護及び管理に関する法律旧二七条二項にいう『虐待』の意義〔伊那簡判平成一五年三月 三日（平成一四年（ろ）第四号）裁判所ＨＰ〕 」高橋則夫
=
松原芳博編『判例特別刑法』 （日本評論社、
二〇一二年）三九 頁等参照。
（
（）愛護動物遺棄罪の保護法益についての詳細は、三上正隆「愛護動物遺棄罪（動物愛護管理法四四条三項）の保護法益」 『野村稔先生古稀祝賀論文集』 （二〇一五年三月刊行予定）参照。
（
（）これに対して、刑法典における遺棄 の保護法益を人の生命に限る見解として、平野龍一『刑法概説』 （有斐閣、一九七七年）一六三頁等。
（
（）伊藤榮樹ほか編『注釈特別刑法〔第五巻Ⅱ〕 』
 （立花書房、一九八四年）
 五二八頁〔原田國男〕 。
（
（）原田・前掲注 （
（） 五二八頁は、動物愛護管理法の前身である「動物の保護及び管理に関する法律」 （以下、 「旧動物保護管
理法」という に規定されている保護動物遺棄罪（同法一三条一項）の保護法益を「動物愛護 良俗の維持・発展」とする。
（
（）なお、 「遺棄の防止」の目的は 「国民 間に動物を愛護する気風 招来し」 、 「生命尊重、友愛及び平和の情操の涵養に資する」ことによって、最終的に「人と動物 共生する社会の実現を図ること」にあると解される。だが、 動物遺棄罪に
四九二
おける「遺棄」の解釈との関係では、 「国民の間に動物を愛護する気風を招来〔する〕 」ことを同罪の目的として捉え、まずはその保護法益を「動物愛護の良俗」と解しておけば足りるであろう。
（
（）「本規定〔動物愛護管理法四四条〕による保護法益は本法の目的そのものであり、動物の生きる権利を認め、それを保護することとはなっていない との指摘として、動物愛護管理法令研究会編著『動物愛護管理業務必携』 （大成出版社、二〇〇六年）三二─三頁。
（
（）「伊達市環境美化条例」
<
http://w
w
w
（.g-reiki.net/date/reiki_honbun/r（（（R
G
00000（（（.htm
l>
など。
（
（0）なお、愛護動物虐待罪の保護法益も愛護動物遺棄罪と同様に動物愛護の良俗であると解される（三上・前掲注 （
（） 
「四四条二項」七二頁以下、青木人志「わが国における動物虐待関連犯罪の現状と課題─動物愛護管理法第四四条の罪をめぐって」村井敏邦古稀『人権の刑事法学』 （日本評論社、二〇一一年）一五七頁参照） 。
（
（（）これに対して、 適正保管の点は、全く無視されてよいという趣旨ではなく、右の動物愛護の第一時的な保護法益 範囲内で副次的に考慮されているといえる」との指摘として、原田・前掲注 （
（） 五三〇頁。
（
（（）安西溫『特別刑法〔五〕 』
 （警察時報社、一九八五年）
 二五九頁。なお、原田・前掲注 （
（） 五四六─七頁参照。
（
（（）山口厚『刑法総論［第二版］ （有斐閣、二〇〇七年）四六頁。
（
（（）抽象的危険犯 及び準抽象的危険犯） ・具体的危険犯において問題とされている危険は保護客体た 法益（ の良俗）に対する危険である。これに対して、ここで問題とされている危険は 行為客体（愛護動物）に対する危険である。
（
（（）抽象的危険犯であっても、その処罰根拠たる危険は「具体的な行為者をその具体的な行為 ついて処罰する場合において現実に認められることが必要である」と解される（実質説） （山口厚『危険犯 研究』 東京大学出版会、一九八二年）二〇七頁） 。
（
（（）片山晴雄「動物保護法解説（下）─罰則を中心として─」警察公論三 巻二号（一九七五年）七一頁。
（
（（）片山・前掲注
（（） 七二頁。
（
（（）原田・前掲注 （
（） 五三〇頁参照。
（
（（）動物愛護管理法令研究会編『改正動物愛護管理法─解説と法令・資料』 （青林書院、二〇〇一年）一二三頁。
（
（0）さらに、保 動物遺棄罪を規定する旧 保 一三条に関 、 「こ 規定の実際の意味は、犬、ねこなどの愛玩用
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動物や、小鳥などの愛玩用、観賞用動物の勝手な
000
遺棄が処罰されることになったという点にあるであろう」 （傍点引用者）と
の理解を示す見解（林修三「動物の保護及び管理に関する法律について」ジュリ五五八号（一九七四年）一〇七頁）もある。この見解も、飼育放棄を「遺棄」の要素とする理解に通じるであろう。
（
（（）「川崎市猫の適正飼養ガイドライン」
<
http://w
w
w
.city.kaw
asaki.jp/kurashi/category/（（-（（-（0-0-0-0-0-0-0-0.htm
l>
。
（
（（）吉田眞澄編著『動物愛護六法』 （誠文堂新光社、二〇〇三年）一二〇頁。
（
（（）浅野明子『ペット・トラブル
 解決力アップの秘訣
（（！』 （大成出版社、二〇一四年）一二九頁。
（
（（）浅野・前掲注 （
（（） 一二九頁。
（
（（）なお、③の各見解は、明示的に 動物に対する危険を「遺棄」の要素として要求していないため、人的保護環境の悪化のみを「遺棄」の要素とする見 に分類したが、後述の⑤人的 環境 悪化及び危険の惹起、又は⑥人的保護環境の悪化及び苦痛の付与を要求する見解である可能性は残る。
（
（（）環境省第二回「動物の愛護管理のあり方検討会」における配布資料「資料二
 虐待及び遺棄の防止規制」
<
http://w
w
w
.
env.go.jp/nature/dobutsu/aigo/（_data/arikata/h（（_0（/m
at0（.pdf>
九頁及び動物愛護論研究会編著『改正動物愛護管理法Ｑ
＆Ａ』 （大成出版社、二〇〇六年）一六七頁参照。
（
（（）内閣総理大臣官房管理室監修・日本獣医師会編『犬とねこの正しい飼い方─動物の保護及び管理に関する法律のあらまし─
 改訂版』 （日本獣医師会、一九八五年）一五頁。
（
（（）原田・前掲注 （
（） 五二九─三〇頁。
（
（（）原田・前掲注 （
（） 五二九─三〇頁、五四六─七頁。
（
（0）愛護動物遺棄罪の保護法益を動物愛護の良俗に求める立場においては、同罪の処罰根拠となる危険は直接的には動物愛護の良俗を侵害する危険であり、ここにいう愛護動物に対する危険は動物愛護の良俗を侵害する危険 惹起を基礎づけるものに過ぎない。この意味で、愛護動物に対する危険は愛護動物遺棄罪 間接的な処罰根拠であるということにな 。
（
（（）なお、保護責任者遺棄等 （刑法二一八条）の客体は「老年者、幼年者、身体障害者又は病者」であ が、単純遺棄罪（同法二一七条）と同一であり、これらの者も「扶助を必要とする者」に限られよう（曽根威彦『刑法各論［第五版］ 』 （弘文堂、二〇一 年）四五頁） 。
四九四
（
（（）刑法典の遺棄罪を、扶助者と要扶助者との保護関係の破壊を通じて要扶助者を危険にさらす罪であると解する見解として、酒井安行 「遺棄の概念について─作為・不作為概念との関係を中心として─」 早研二八号 （一九八三年） 八五頁以下、 松原和彦 「保護責任者遺棄罪における『保護責任』についての一考察（三・完） 」北法五八巻一号（二〇〇七年）三二六頁以下、山口厚編著『クローズアップ刑法各論』 （成文堂、二〇〇七年）五八頁以下〔和田俊憲〕 。
（
（（）原田・前掲注
（） 五四七頁、安西・前掲注 （
（（） 二五八頁。
（
（（）人の占有下にあることが要件とされている二号動物は「本来人間によって飼養されることによって生存を維持しているものであって、野生でも十分に生活のできる例外的な場合を除けば、生存のために人間の保護を必要としている」との指摘として、原田・前掲注 （
（） 五四七頁。
（
（（）鳥獣保護管理研究会編著『鳥獣保護法の解説〔改訂四版〕 』 （大成出版社、二〇〇八年）二四頁参照。
（
（（）なお、 「一号動物にせよ二号動物にせよ、人間社会とのかかわりあいがあり、家畜とし 又は占有を通じて人間によって飼養され生き 行く動物であって、野生して大自然の中で生きて行く動物は含まれない」とする見解（原田・前掲注 （
（） 
五三二頁）からすれば、ノイヌは「愛護動物」ではないことになる。しかしながら、一号動物から野生動物を除く文言上の根拠はなく、かつ人々が親近感を抱い いる一号動物 たとえ野 であっても殺傷・虐待・遺棄がなされれば、動物愛護の良俗は危殆化され得る。したがって、一号動物には野生動物も含まれると解すべきであり（同様の結論を採るものとして、片山・前掲注 （
（（） 七二頁） 、ノイヌも「愛護動物」に含まれるといえよう。
（
（（）齊藤彰子 「遺棄罪」 法教二八六号 二〇〇四年） 五一─二頁 松原芳博 「遺棄罪」 法セミ六八四号 （二 一二年） 一一四頁参照。
（
（（）「 『遺棄』という文言は、必ずしも物的環境の悪化の招来を排除するものではない」との指摘として、松原 芳） ・前掲注（
（（） 一一五頁。
（
（（）刑法典の遺棄罪において、 このような二元的な理解を明示する見解として 佐伯仁志 法教三五九号（二〇一 年）九九頁、松原（芳） ・前掲注 （
（（） 一一四頁。
（
（0）人的保護環境の悪化と物的環境の悪化 分類については、松 （芳） ・前掲注 （
（（） 一一四─五頁参照。
（
（（）なお、 「虐待」 不保護）が認められるためには、愛 動物に対する強度の苦痛の付与があ ば足りる 解されるこ から（三上・前掲注 （
（） 「四四条二項」八一頁） 、愛護動物に対する危険が惹起されない場合でも「虐待」 （不保護）が認められる
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余地はある。
（
（（）動物の占有者は適正飼養・保管義務を負う（動物愛護管理法七条一項） 。
（
（（）なお、刑法典の遺棄罪において、かかる行為を作為と捉える見解として、酒井・前掲注 （
（（） 八七頁、山口厚『刑法各論〔第
二版〕 』 （有斐閣、二〇一〇年）三五頁、松原（芳） ・前掲注 （
（（） 一一五頁。
（
（（）大塚仁『刑法概説（各論） 〔第三版増補版〕 』 （有斐閣、二〇〇五年）五八─九頁参照。
（
（（）この場合には、愛護動物が公園から幹線道路に移動し、自動車に礫過され死亡する可能性がある。
（
（（）ここから、占有者 飼育者）と愛護動物との場所的離隔は「遺棄」の必要条件とされないことにな 同場所的離隔は人的保護環境の悪化を内容とする「遺棄」においてのみ要求される要件となる。
（
（（）なお、愛護動物殺傷罪と愛護動物遺棄罪の法定刑に差があることの理由は、 動物の生命・身体に対する侵害を伴う愛護動物殺傷罪の方が、生命・身体に対する侵害の危険を伴う愛護動物遺棄罪よりも、類型的に「動物愛護の良俗」を侵害する危険の程度が高い点に求められよう。
（
（（）山口厚『問題探究
 刑法各論』 （有斐閣、一九九九年）一九頁、和田・前掲注 （
（（） 四九頁参照。
（
（（）三上・前掲注
（） 「四四条二項」八一頁。
（
（0）なお、刑法典の遺棄罪において、身体に対する危険を考えながらも、その危険は重大な傷害（重い健康被害 の危険に限るべきだとする見解として、 前田雅英『刑法各論講義［第五版］ 』 （東京大学出版会、 二〇一一年）九九─一〇〇頁、 井田良『刑法各論〔第二版〕 』 （弘文堂 二〇一三年）四六頁） 、曽根威彦・松原芳博編『重点課題
 刑法各論』 （成文堂、二〇〇八年）二
二頁〔岡上雅美〕 、佐伯・前掲注 （
（（） 九四─五頁。
（
（（）原田・前掲注 （
（） 五四七頁。刑法典の遺棄罪において同様に解する見解として、団藤重光編『注釈刑法（五） 』 （有斐閣、
一九六八年）二〇八頁〔大塚仁〕 、岡本勝「 『不作為による遺棄』に関する覚書」法学五四巻三号（一九九 年）三八七頁注（
（（） 〔違法な遺棄に当たらないとする〕など。
（
（（）原田・前掲注 （
（） 五四六頁。安西・前掲注
（（） 二五九頁参照。
（
（（）なお、行為客体（愛護動物）に対する危険をこのように具体的危険と解したとしても、こ ことは愛護動物遺棄罪が 保護客体〔動物愛護の良俗〕に対する危険が抽象的危険であることを要 する）抽象的危険犯であることとは矛盾しない。
四九六
（
（（）環境省第五回「動物の愛護管理のあり方検討会」における配布資料「資料二
 遺棄・危害等の防止（個体登録措置を含む） 」
<
https://w
w
w
.env.go.jp/nature/dobutsu/aigo/（_data/arikata/h（（_0（/m
at0（.pdf>
三頁は、野生動物由来の飼育動物は野外
で自活可能であり、類型的なペット、家畜動物、幼齢動物は野外で自活困難であるとする。
（
（（）かかる定義に当てはまる事態が存在するときには動物愛護の良俗を侵害する危険の発生を認めることができると一応は考えることができる。しかしながら、具体的な場合の特段の事情のために、右危険が現実に生じない場合はあり得るのであり、この場合には愛護動物遺棄罪の構成要件該当性が否定され 同罪は成立しないと解すべきであろう（山口・前掲注（
（（） 二三
三頁参照） 。
（
（（）「動物が可哀相というセンチメントだけから、人を処罰する訳にはいかないのである。刑罰の拡大適用によ よりも、幅広く適切な行政指導や行政上の諸措置の方が寛厳、緩急を備え、有効である」と 指摘として、原田・前掲注 （
（） 五二九頁。
（
（（）愛護動物遺棄の事例については、 自然環境局総務課動物愛護管理室「平成一九年度
 動物の遺棄・虐待事例等調査業
務報告書」
<
http://w
w
w
.env.go.jp/nature/dobutsu/aigo/（_data/pam
ph/h（（0（/pdf/full.pdf>
及び同「平成二一年度
 動物の
遺棄・虐待事例等調査報告書」
<
 https://w
w
w
.env.go.jp/nature/dobutsu/aigo/（_data/pam
ph/h（（0（/full.pdf >
参照。
（
（（）環境省自然環境局総務課動物愛護管理室・前掲注 （
（（） 「平成一九年度」六頁（裁判所名・判決年月日等不明） 。
（
（（）環境省自然環境局総務課動物愛護管理室・前掲注 （
（（） 「平成一九年度」六頁。
（
（0）環境省自然環境局総務課動物愛護管理室・前掲注
（（） 「平成一九年度」一一頁。
（
（（）島村博夫「愛護動物の遺棄について」日本獣医師会雑誌五九巻一一号（二〇〇六年）七二三頁参照。
（
（（）原田・前掲注
（） 五四六頁。
（
（（）読売新聞二〇一四年五月一六日（朝刊） 。動物保護機関の職員が動物愛護管理法違反の容疑で送検されたということもあり、マスコミ報道された事案である。
（
（（）朝日新聞二〇一四年五月二〇日（朝刊） 。
（
（（）「野外で容易に自活できる場合は、放たれることによって特段の苦痛を受けるものではないことから、容易 野外で自活できたり、他の人の庇護を受け りすることができる環境に置き去る行為 遺棄に当たらないものであると解釈されているようです」との指摘として、動物愛護論研究会・前掲注 （
（（） 一六七─八頁。
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（
（（）朝日新聞二〇一四年七月三一日（朝刊） 。
（
（（）これに対して、愛護動物遺棄罪の保護法益を良好な周辺環境に求める見解からは本事案においても同罪の成立を肯定すべき（起訴すべき）であるということになろう。
（
（（）「司法警察員は、 告訴又は告発を受けたときは、 速やかにこれに関する書類及び証拠物を検察官に送付しなければならない。 」と規定する刑事訴訟法二四二条の規定を受けて、嫌疑不十分で不起訴が見込まれる本件を送検しなければならなかったとの事情もあったものと思われる。
（
（（）この事案は、愛護動物遺棄罪の問題の他、引取り施設・人手の不足の問題や保護しても多くは殺処分になるという問題を浮き彫りにするものだといえ（読売新聞・前掲注 （
（（） 参照） 、これらの問題の早期解決が望まれる。
（
（0）地域猫活動については、植竹勝治『ネコの 管理学入門─ネコとヒトの共生 ついて科学的に考える─』 （緑書房、二〇一四年）二一頁以下等参照。
（
（（）なお、 不妊去勢手術のために一時的 占有を取得したにすぎない場合に 人的保護環境が設定されたとは言い難いであろう。
（
（（）もっとも 殺処分が違法であると解するときには（今泉友子「犬・猫行政殺処分の法的論点の整理」早法八七巻三号（二〇一二年）二二三頁以下参照） 、 （愛護動物の殺処分を通して危殆化される）動物愛護の良俗は殺処分との関係でも保護価値が肯定され、 殺処分が「現在の危難」 （刑法三七条一項本文）にあたることになることから（山口・前掲注 （
（（） 一四〇頁参照） 、
緊急避難による違法性阻却の余地が残る。
（
（（）中日新聞二〇一三年一一月二三日 朝刊） 。
（
（（）中日新聞二〇一三年一一月三〇日（朝刊） 。
（
（（）中日新聞・前掲注 （
（（） 。
（
（（）愛護動物遺棄罪の存在を広報等により市民に知らせ、愛護動物の遺棄を減少させることを提案するもの して、島村・前掲注 （
（（） 七二三頁、浅野・前掲注 （
（（） 頁一二九─三〇頁。
（
（（）角・前掲注
（）六八頁、浅野・前掲注 （
（（） 一三〇頁参照。
（
（（）たとえば、不 意でノイヌを自動車で撥ね、重傷を負わせた者が救助せずにそのまま運転を継続した場合、不作為形態による「遺棄」が認められるかが問題となる（原田・前掲注 （
（） 五四四頁以下、安西・前掲注 （
（（） 二五八─九頁参照） 。
四九八
〔付記
（〕　
脱稿後、環境省「動物の愛護及び管理に関する法律第四四条第三項に基づく愛護動物の遺棄の考え方について」 （平成
二六年一二月一二日環自総発第一四一二一二一号）に接した。本通知において、 「遺棄」は「同条第四項各号に掲げる愛護動物を移転又は置き去りにして場所的に離隔することにより、当該愛護動物の生命・身体を危険にさらす行為」と定義づけられている。
〔付記
（〕　
本稿は、日本愛玩動物協会「平成二六年度家庭動物の適正飼養管理に関する調査研究助成事業」助成費に基づく研究
成果の一部である。
（愛知学院大学法学部准教授）
